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7 評価点が 点未満
8 し 経過措置対象
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就労 支援Ａ型 係る基本報酬の算定区分 関する届出書

新潟県 別紙４

注 厚生労働大臣 定 る事項及び評価方法 令和 年厚生労働省告示第88号 基 評価点を算出するこ
別添 就労 支援Ａ型事業所 けるスコア表 全体 併せ 提出するこ

注 評価点区分 し 経過措置対象 指定を受け 年度間を経過し い い事業所 選択する
注 評価点 公表 い インターネットを利用した公表方法 場合 公表場所 当該公表場所 URL等を

そ 他 方法 る場合 そ 公表方法を記載するこ
公表し い い場合 減算 る 留意するこ

　　 和 年　 月　 日

事業所名 福祉ラ 　 ル ライト　第 事業所

人員配置区分 ．　 型 . ： 　　　　　　 ．　 型 ：

定員区分

評価点区分

評価点の公表

イ
ン
タ
ー

ネ

ッ
ト
利
用

そ
の
他

https://nmi-net.com/news/


4 9 日

○

○

○

点 ○

3 点

点 ※ 項目 合計点 応 点数 注2 5 :15点 4～3：5点 2点 ：0点

○ 点

1事例 あ 場合:10点

在宅勤務 係 労働条件及び服務規律

点

期限内 提出 い い場合:-50点

短時間勤務 係 労働条件

○

時差出勤制度 係 労働条件

○ 点

1事例 あ 場合:10点

○

○

5 点
※ 項目 合計点 応 点数 注1 5 :15点 4～3：5点 2点 ：0点

点数

労働時間 5点 20点 30点 40点 55点 65点 80点 90点

生産活動 ⁻20点 ⁻10点 20点 40点 50点 60点 合計

多様 働 方 0点 5点 15点

支援力向 0点 5点 15点

地域連携活動 0点 10点 点

経営改善計 0点 ⁻50点

0点 10点

給休暇 時間単位 得又 計 的付与制度

傷病休暇等 得 関 事項

サ タ 配置

第 者評価

国際標準化規格 定 規格等 証等

免許 資格 得 検定 検勧奨 関 制度

利用者を職員 用 制度

就業規則等 定 い

利用者 知識 能力向

就業規則等 定 い 前 度 い 就労 支援Ａ型事業所等 利用者 知識及び
能力 向 向け 支援を行い 当 支援 具体的 内容を記載

報告書を作成 インタ ネット 利用 他 方法
公表 い

○ 10

就業規則等 定 い

過去 生産活動収支 い 当 各 度 利用者
支払う賃金 総額未満

研修計 基 い 外部研修会又 内部研修会

研修 学会等又 学会 等 い 表

視察 実習 実施又 け入

販路拡大 商談会等へ 参加

職員 人事評価制度

 い 方 組を行っ い

点

利用者 知
識 能力向

120

就業規則等 定 い

就業規則等 定 い

小計 注1

項目

15

就業規則等 定 い

就業規則等 定 い 経営改善計

経営改善計 提出を求 い い 経営改善計
提出を求 い 指定さ 期日 提出 い ○ 0就業規則等 定 い

ックスタイム制 係 労働条件

60点 50点 40点 20点 －10点 －20点 地域連携活動

多様 働 方 ※
地域 事業者 連携 付加価値 高い商品開 企業や官公庁
等 生産活動等地域社会 連携 活動を行い 結果をイ
ンタ ネット等 公表 い

○ 10

過去 生産活動収支 うち前 度及び前々 度 各
度 け 生産活動収支 い 当 各 度 利用者 支
払う賃金 総額未満

都道府県知事 適当 国際標準化規格 定
規格 他こ 準 証を け い

小計 注2

生産活動 人事評価結果 基 定期 昇給を判定
制度を設け 全 職員 周知 い

過去 生産活動収支 当 各 度 利用者
支払う賃金 総額

40

過去 生産活動収支 うち前 度 け 生産活動収
支 前 度 利用者 支払う賃金 総額

○
過去 内 福祉サ ス第 者評価を

審 結果を公表 い

過去 生産活動収支 うち前 度及び前々 度 各
度 け 生産活動収支 当 各 度 利用者 支
払う賃金 総額

サ タ を職員 配置 い

過去 生産活動収支 うち前々 度 け 生産活動
収支 前々 度 利用者 支払う賃金 総額

1日 均労働時間 時間未満 回 場合

90点 80点 65点 55 点 40点 30点 20点 5点

1日 均労働時間 時間 時間未満

労働時間 支援力向 ※

1日 均労働時間 時間

40

5

1日 均労働時間 時間 時間未満 参加 職員 人 参加 い

1日 均労働時間 時間 時間未満

1日 均労働時間 時間30分 時間未満 回 場合

1日 均労働時間 時間 時間30分未満

1日 均労働時間 時間 時間未満

住 所 新潟県長岡市緑 3 目188番地1 管理者名 池田 芳美

電 番号 0258-29-2900 対象 度 和5 度

様式 －

R6

就労 支援Ａ型事業所 け スコ 表 全体

事業所名 福祉ラ ス ライト 第2事業所 事業所番号 1510201039



前 度 5 度

時間 人 時間

会計期間 4 ～ 3

前々々 度 3 度

前々 度 4 度

前 度 5 度

前 度 5 度 け 組 全体表 多様 働 方 各項目 い 就業規則等 定 い 選択した場合 記載

◎免許 資格 得 検定 検勧奨 ◎利用者を職員 し 用す 制度を 在宅勤務 係 労働条件 び服務規律

関す 制度を定 い 定 い 関す 制度を定 い

◎ ック タ 制 係 労働条件を ◎短時間勤務 係 労働条件を ◎時差出勤制度 係 労働条件を

定 い 定 い 定 い

◎ 給休暇 時間単位 得また 計画的付与制度 ◎傷病休暇等 得 関す 事項を

を定 い 定 い

前 度 5 度 け 組 全体表 支援力向 各項目 組あ 選択 した場合 記載

◎研修計画を策定し い ◎研修 学会等又 学会 等 い ◎先進的事業者 視察 実習 実施し い

◎外部研修 しく 部研修を 回以 表し い しく 他 事業所 視察 実習を け入 い

回以 実施し い ※研修 学会等 ※先進的事業者

 実施日 日  実施日/ 参加者数 日 人

※研修 SNS活用 EC活用研修 ※学会 等 ※他 事業所

  研修講師 ﾛ ｶﾙ ｨ 堀田ﾀ ﾙ,武田知浩  掲載日 日  実施日/ 参加者数 日 人

  実施日 講者数 3 18 27日 1 人  表

◎販路拡大 商談会や展示会等 回以 ◎職員 人事評価制度を整備し い ◎ アサ タ を配置し い

参加し い ◎当該人事評価制度を周知し い ◎当該 アサ タ 害者ﾋ ｻ 研修

※商談会等 新潟県中小企業家 会 例会 人事評価制度 制定日 日 を 講し い

 主催者 新潟県中小企業家 会 人事評価制度 対象職員数 ※配置期間 日～ 日

 日時 12 12 日 うち昇給 昇格を行 た者  就業時間

 容 講演会 情報交換会 懇親会 当該人事評価制度 周知方法  職務 容

◎前 度末日 過去 以 ◎ＩＳＯ 制定した ネ ン

福祉サ 第 者評価を け い 規格等 証等を け い

※評価を けた日 日 ※ 証を けた日 日

 第 者評価機関  規格等 容

◎指定権者 あ 都道府県 指定都市 中核市

経営改善計画書 提出した

※ 理日 R5 6 16 日

パン ック 影響 提出免除

各項目 い 適宜 実績 わ 情報を追加す こ

ン

様式

就労 支援Ａ型事業所 け コア表 実績 ～ Ⅵ

労働時間

雇用契約を締結し いた全 利
用者 け 延 労働時間

30,523
雇用契約を締結し いた延
利用者数

7,462
利用者 日
均労働時間数

4.09

生産活動

生産活動収入 経費
を除いた額

18,535,923
利用者 支払 た賃金
総額

25,909,111 収支 ▲ 7,373,188

18,000

生産活動収入 経費
を除いた額

19,494,500
利用者 支払 た賃金
総額

25,317,000 収支 ▲ 5,822,500

生産活動収入 経費
を除いた額

28,168,000
利用者 支払 た賃金
総額

28,150,000 収支

多様 働 方

免許 資格 得 検定 検勧奨 関す 制度 利用者を職員 し 用す 制度 在宅勤務 係 労働条件 び服務規律

ック タ 制 係 労働条件 短時間勤務 係 労働条件 時差出勤制度 係 労働条件

給休暇 時間単位 得又 計画的付与制度 傷病休暇等 得 関す 事項

支援力向

研修計画 基 いた外部研修会又 部研修会 研修 学会等又 学会 等 い 表 視察 実習 実施又 け入

販路拡大 商談会等 参加 職員 人事評価制度 アサ タ 配置

第 者評価 国 標準化規格 定 た規格等 証等

Ⅵ 経営改善計画


